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①本事業の目的

地方経済の再興及び宿泊業界の持続可能な発展を図る上で、
外国人材の積極的な活用とそのための受入れに係るスキームの構築は、
避けて通れない課題であると深く認識しております。

現に、人口の減少及び労働力不足が地方の宿泊業に甚大な影響を及ぼしていることは明らかであり、
経験豊かな外国人労働者の採用はこれらの課題を克服するための実効性ある手段です。

しかしながら、特定技能を持つ人材の活用が宿泊業界において十分進展していないのが現状であります。

このような状況を鑑み、宿泊事業者と外国人材とのマッチングを最適化し、
円滑なる雇用環境を創出するためにも、新規の受入れスキームの構築が急務であると認識しております。

■慢性的な就労人口不足の現状と主な要因

１観光振興機運の高まり ２離職率の高さ ３就労者不足 ４就労者の高齢化

■本業務の位置づけ

宿泊事業者と、特定技能外国人のマッチングをより適切かつ円滑に実施するためには、宿泊事業者、登録支援機関、
現地送出機関の三者間連携において、効果的かつ来年度以降の実現が見込める新たなスキームの検討・構築が必要
である。このため、本事業では、新たなスキーム構築に向けた三者間の調査を実施した。



②スケジュール

4

業務期間 完了時期
年 月年 月年 月業務内容・作業

貴庁との協議

宿泊分野の特定技能外国人の採用を希望する国内の旅館・ホテル一覧作成業務
アンケート作成
アンケート拡散・収集

海外送り出し機関・日本語学校における外国人材育成可能人数の調査
アンケート作成
アンケート収集

国内人材紹介会社・登録支援機関と、海外送り出し機関・日本語学校とのマッチング状況調査
アンケート作成
アンケート収集

国内人材紹介会社・登録支援機関と、海外送り出し機関・日本語学校とのマッチング会の結果
申し込みフォーム作成
マッチング会の運営

事業総括
結果の整理・分析
今後の取り組みの検討
報告書の作成

必要に応じて随時設定



③宿泊分野の特定技能外国人の採用を希望する国内の旅館・ホテル一覧作成業務

■業務の内容

■アンケート内容

宿泊分野で特定技能外国人を採用したいと考えている国内の旅館・ホテルの数を調査し、把握することが重要であ
り、これにより、今後のマッチングの規模や計画を策定するのに役立てる。

対象：国内の旅館・ホテル

実施方法：Googleフォーム

項目：・宿泊施設名 ・都道府県名 ・客室数 ・資本金額（任意回答）
・ご担当者様名 ・お電話番号 ・メールアドレス
・特定技能『宿泊』分野で外国人材を採用できるとしたら、今後1年間でどのくらいの人数を採用したいか
・現在外国人材を雇用してるか ・現在、外国人材を何人雇用しているか (任意回答)
・その内、「特定技能」の在留資格を持った方は何人いるか (任意回答)

収集方法：株式会社ダイブの取引先に対して、メール・郵送でのアンケート回答依頼・電話でのヒアリング
全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会の会員に対して、
メール・SNS配信、セミナー開催時でのアンケート回答依頼



③宿泊分野の特定技能外国人の採用を希望する国内の旅館・ホテル一覧作成業務

■アンケートフォーム



③宿泊分野の特定技能外国人の採用を希望する国内の旅館・ホテル一覧作成業務

■アンケートフォーム

アンケート送信

次へ



③宿泊分野の特定技能外国人の採用を希望する国内の旅館・ホテル一覧作成業務

■結果
期間： 2024年2月19日～3月14日

アンケート回答数：2,366件

今後1年間の採用ニーズ：10,029人

1社平均：4.24人

採用希望数



③宿泊分野の特定技能外国人の採用を希望する国内の旅館・ホテル一覧作成業務

採用希望数割合
埼玉

高知
宮崎

奈良



③宿泊分野の特定技能外国人の採用を希望する国内の旅館・ホテル一覧作成業務

■まとめ

2019年4月1日～2024年3月31日までの特定技能宿泊分野受け入れ上限は11,200人と設定されているが、
上記アンケートの回答を見ても、既にこの上限では足りない程の採用ニーズがあることが確認できた。

日本のホテル・旅館の総数が約50,000軒というのを加味すると、
受け入れ上限を引き上げなければ需要を満たすことが難しいと予測できる。

■今後に向けて
課題：アンケートの総数をもっと増やしたい。

改善策：アンケート実施期間が短かったため、早期にアンケートを実施する。



■業務の内容

■アンケート内容

たとえ宿泊施設側に採用ニーズがあったとしても、海外送り出し機関・日本語学校側で宿泊分野への派遣ニーズが
なければ、宿泊業界における特定技能人材を増やすことはできない。
そのため、海外送り出し機関・日本語学校が宿泊分野の特定技能1号試験に、1年間で何人受験させることができる
かを調査し、海外側のニーズを理解する必要がある。

対象：海外送り出し機関・日本語学校

実施方法：Googleフォーム（日本語・英語・インドネシア語・ネパール語・ミャンマー語・ベトナム語）

項目：・国 ・都市 ・会社名 ・担当者名 ・電話番号 ・メールアドレス ・属性 ・1年間の想定受験者数

収集方法：株式会社ダイブと取引のある企業・学校に対して依頼。
SNSでの拡散。
株式会社ダイブが保有する送り出し機関リストへのメール送信。

④海外送り出し機関・日本語学校における
外国人材育成可能人数の調査



■アンケートフォーム（日本語）

④海外送り出し機関・日本語学校における
外国人材育成可能人数の調査



■アンケートフォーム（英語） ■アンケートフォーム（インドネシア語）

④海外送り出し機関・日本語学校における
外国人材育成可能人数の調査



■アンケートフォーム（ネパール語） ■アンケートフォーム（ミャンマー語）

④海外送り出し機関・日本語学校における
外国人材育成可能人数の調査



■アンケートフォーム（ベトナム語）

④海外送り出し機関・日本語学校における
外国人材育成可能人数の調査



■結果
期間：2024年2月27日～3月5日

アンケート回答数：207件

1年間の想定受験者数：59,713人

1社（1校）平均：288.5人

④海外送り出し機関・日本語学校における
外国人材育成可能人数の調査

シンガポール



■まとめ

海外送り出し機関・日本語学校にとって、宿泊分野への派遣は非常に魅力的に捉えられていることが分かった。

■今後に向けて
課題：想定される受験者数の確実性を判断するのが困難である。

改善策：他分野も含めて、過去に特定技能の受験者を何名出したかの実績についても調査をすることが、より確実
な受験者数を想定する上で有効な手段となる。

④海外送り出し機関・日本語学校における
外国人材育成可能人数の調査



⑤国内人材紹介会社・登録支援機関と、
海外送り出し機関・日本語学校とのマッチング状況調査

■業務の内容

■アンケート内容

特定技能での就職を目指す外国人は、海外送り出し機関・日本語学校で日本語を勉強し、求人を紹介されるケース
が多いと想定されることから、国内人材紹介会社・登録支援機関と海外送り出し機関・日本語学校とのマッチング
を増やすことで、受験者・就業者を増やすことが出来ると考える。
その為、双方のマッチングがどの程度進んでいるのかを調査し、現状を把握する。

対象：人材紹介会社・登録支援機関

実施方法：Googleフォーム

項目：・会社名 ・ご担当者名 ・電話番号 ・メールアドレス ・属性
・特定技能「宿泊分野」への人材紹介または支援サービスを実施されておりますか？※
・海外送り出し機関・日本語学校とは、何社（または何校）と契約されておりますか？
・今後、海外送り出し機関・日本語学校との契約は、現在より何社（または何校）増やしたいですか？
・海外送り出し機関・日本語学校とのマッチング会（オンライン）が開催されるとしたら、
参加を希望されますか？
※の質問に『いいえ』と答えた方のみ。
・今後、「宿泊分野」の求人がさらに増加すれば、
人材紹介および支援サービスの実施をご検討されますでしょうか？

収集方法：SNSでの拡散。一般社団法人外国人雇用協議会とNPO法人外国人在留支援コンソーシアムの
メーリングリストへのメール配信。



■アンケートフォーム

⑤国内人材紹介会社・登録支援機関と、
海外送り出し機関・日本語学校とのマッチング状況調査



■アンケートフォーム

⑤国内人材紹介会社・登録支援機関と、
海外送り出し機関・日本語学校とのマッチング状況調査



■結果
期間：2024年2月29日～3月13日

アンケート回答数：66件

宿泊分野への人材紹介または支援サービスの実施：している22件（33.3％）・していない44件（66.7）
海外送り出し機関・日本語学校との契約数：合計520件（1社平均7.8件）
海外送り出し機関・日本語学校との新規（追加）契約を希望する社数：14社（21.2％）

⑤国内人材紹介会社・登録支援機関と、
海外送り出し機関・日本語学校とのマッチング状況調査

特定技能「宿泊分野」への人材紹介
または支援サービスを実施されておりますか？

国内人材紹介会社・登録支援機関と
海外送り出し機関・日本語学校との契約状況割合



■まとめ

人材紹介会社・登録支援機関と海外送り出し機関・日本語学校とのマッチングについては、比較的多く契約がされ
ているものの、新規や追加の契約を求める企業も一定数存在している。

■今後に向けて
課題：アンケートの総数をもっと増やしたい。

海外送り出し機関・日本語学校に対してもマッチング状況を調査することで、
より詳細で実質的な結果を得られると考えられる。

改善策：アンケート実施期間が短かったため、早期にアンケートを実施する。
株式会社ダイブと取引のある企業・学校に対してアンケートの回答依頼。
SNSでの拡散。株式会社ダイブが保有する送り出し機関リストへのメール送信。

⑤国内人材紹介会社・登録支援機関と、
海外送り出し機関・日本語学校とのマッチング状況調査



⑥国内人材紹介会社・登録支援機関と、
海外送り出し機関・日本語学校とのマッチング会の結果

■業務の内容

■マッチング会内容

国内の人材紹介会社・登録支援機関と、海外送り出し機関・日本語学校を対象にマッチング会を開催することで、
双方のマッチングを促進する。

対象：③の調査でアンケート回答していただいた、国内人材紹介会社・登録支援機関・海外送り出し機関・日本語
学校

実施方法：Zoom

申し込み方法：Googleフォーム

内容：国内人材紹介会社・登録支援機関から、資料を用いた会社説明とマッチング希望に関する
プレゼンテーションを実施。
プレゼンテーションを聴いた後、マッチングを希望する海外送り出し機関・日本語学校は、
当日案内されたGoogleフォームを通じて希望する企業にチェックを入れ、
その情報を主催者に送信。
国内人材紹介会社・登録支援機関に対して、マッチングを希望した企業（学校）の情報をメール送信。
その後は個別にやり取りをしていただく。



■申し込みフォーム（国内人材紹介会社・登録支援機関）

⑥国内人材紹介会社・登録支援機関と、
海外送り出し機関・日本語学校とのマッチング会の結果



■申し込みフォーム（国内人材紹介会社・登録支援機関）

⑥国内人材紹介会社・登録支援機関と、
海外送り出し機関・日本語学校とのマッチング会の結果



■申し込みフォーム（海外送り出し機関・日本語学校）

⑥国内人材紹介会社・登録支援機関と、
海外送り出し機関・日本語学校とのマッチング会の結果



■申し込みフォーム（海外送り出し機関・日本語学校）

⑥国内人材紹介会社・登録支援機関と、
海外送り出し機関・日本語学校とのマッチング会の結果



■結果
開催日時：2024年3月14日日本時間14時～15時

参加者数：28名（国内人材紹介会社・登録支援機関3名・海外送り出し機関・日本語学校・日本語25名）

⑥国内人材紹介会社・登録支援機関と、
海外送り出し機関・日本語学校とのマッチング会の結果

■まとめ
マッチング会参加申し込みは、国内7件、海外34件と合計41件あったが、実際の参加者は28名と減ってしまい、プ
レゼン実施企業も7社から3社に減ってしまった。参加者数は少なかったものの、マッチング希望は多く出たため、
プレゼンを実施した企業の満足度は高かったと予測される。

■今後に向けて
課題：③のアンケート結果からも、マッチングに関しては既に進んでいるため、今後この様なマッチング会が本当
に必要かどうかは再検討が必要。満足度を可視化するべきだった。

改善策：もし再度開催するのであれば、満足度アンケートの実施をして分析を行うべき。
プレゼン資料に関しては、出席者に事後送信することでマッチング希望の増加が計れると考える。



①宿泊施設の採用ニーズに関して

人手不足の影響から、宿泊施設の特定技能外国人採用ニーズが上がって来ており、
今後の採用増が期待できる。

②海外からの送り出しに関して

海外送り出し機関と日本語学校は、宿泊分野の教育に対して非常に積極的であり、
多くの受験者を教育してくれることが期待される結果となった。

③国内人材会社・登録支援機関と、海外送り出し機関・日本語学校とのマッチングに関して
マッチングは既に進んでいることが把握できた。

■まとめ

⑦事業総括

■今後について

①に関しては、採用ニーズを満たすための求職者とのマッチングの仕組み構築が必要。
また、外国人雇用に対しての不安を払拭するようなコンテンツの作成も必要だと考える。

②に関しては、まずはテキストの製作を急ぎで進める必要があるのと、
宿泊業界で働く魅力の発信なども実施して行く必要がある。

③に関しては、既に進んでいるため、他にどんなニーズがあるのかヒアリングなどを行うことが必要。


